
金融機関の皆さまへ

金融機関とTKC会員の「顔の見える関係」構築にむけて、金融機関とTKC会員の「顔の見える関係」構築にむけて、
より一層当サービスをご活用くださいより一層当サービスをご活用ください
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（2024年6月30日時点）

利用件数が34万件を突破しました！（個人事業者を含む）



◎決算書等提供サービス

◎【特許第6419378号】取得日：平成30年10月19日

関与先からの依頼に基づいて、法人税の電子申告後に、融資審査・格付けのために金融機関へ決算書や
申告書等のデータを提供するサービスです。

企業、金融機関、会計事務所の各ＰＣがネットワークで接続された会計情報モニタリングシステム

◎月次試算表提供サービス

◎【特許第6375425号】取得日：平成30年7月27日

関与先からの依頼に基づいて、TKC会員による月次巡回監査の終了後に、金融機関へモニタリング用の
月次試算表等のデータを提供するサービスです。

企業、金融機関、会計事務所の各ＰＣがネットワークで接続された会計情報モニタリングシステムの認証
方法

TKC モニタリング情報サービスを利用いただくことにより、
金融機関は税務署に提出された融資先の決算書・申告書を
最も速く収集できます。

TKC モニタリング情報サービスの内容

TKC モニタリング情報サービスは特許を取得しています

TKCモニタリング情報サービス  とは
クラウドサービスです

このサービスは
TKC が提供する

のの無償
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　「FIT（Financial Information Technology）」（金融国際情報技術展）は、金融総合専門紙『ニッキン』
を発行する日本金融通信社が主催する国内最大の「金融機関のためのITフェア」です。
　全国491金融機関※に対し34万件超の決算書を開示する「TKCモニタリング情報サービス」について、
金融機関の活用事例を交えてご紹介いたします。※６月30日時点

株式会社ＴＫＣは、
FIT2024（大阪会場※・東京会場）に参加します！

※大阪会場はセミナーのみ参加予定です

SCG営業本部 ＦｉｎＴｅｃｈ推進部 　E-mail：fintech.banks@tkc.co.jp

◉お問い合わせ先

❶大阪会場
■開催日：2024年9月6日（金）11：00〜11：40
■会　場：グランフロント大阪（ナレッジキャピタルコングレコンベンションセンターA会場）
■概　要：京都信用金庫にご登壇いただきます。同金庫は「寄り添う金融」を目的とした、幅広い事業

者様に対するタイムリーな事業実態・資金繰り状況の把握に取り組んでおり、その一環と
してＴＫＣモニタリング情報サービスの「月次試算表提供サービス」を推進しています。講
演では、同サービスを利用して、事業者とＴＫＣ会員、京都信用金庫が三位一体となった取
り組みを紹介いただきます。

❷東京会場
■開催日：2024年10月17日（木）・18日（金）
■会　場：東京国際フォーラム
■概　要：セミナー内容は準備中です。

1．TKCグループホームページ（https://www.tkc.jp/fx/bank/）
2．「TOP」メニュー、または「金融機関の皆様へ」メニューから
　ご視聴ください。
◦FIT2023
　埼玉りそな銀行が「決算書等データ活用による銀行業務の効率化
と伴走支援強化の取り組み」について講演
◦FIT大阪2023
　大阪信用金庫が「DX推進による融資業務の効率化」について講演

開催要項

ご参考：過去の金融機関事例は下記からご確認ください
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中
小
企
業
支
援
委
員
会

会報『ＴＫＣ』2024年7月号より

監
督
指
針
改
正
の
ね
ら
い

　

令
和
6
年
3
月
8
日
に
経
済
産
業
省
、
金
融

庁
、
財
務
省
の
3
省
庁
連
名
で
「
再
生
支
援
の

総
合
的
対
策
」
が
公
表
さ
れ
、
主
な
施
策
の
1

点
目
に
「
信
用
保
証
協
会
に
よ
る
支
援
の
強
化
」

と
し
て
、
信
用
保
証
協
会
向
け
の
総
合
的
な
監

督
指
針
の
改
正
に
つ
い
て
明
記
さ
れ
ま
し
た
。

　

こ
の
背
景
の
一
つ
と
し
て
次
の
よ
う
な
問
題

が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。
2
0
0
7
年
に
導
入
さ
れ

た
責
任
共
有
制
度
（
信
用
保
証
協
会
と
金
融
機

関
が
責
任
を
共
有
す
る
こ
と
に
よ
り
、
両
者
が

連
携
し
て
中
小
企
業
の
適
切
な
支
援
を
行
う
こ

と
が
目
的
）
に
よ
り
、
従
前
の
1
0
0
％
保
証

か
ら
原
則
80
％
保
証
に
移
行
が
進
ん
で
き
ま
し

た
。
し
か
し
、
コ
ロ
ナ
禍
に
お
け
る
民
間
金
融

機
関
に
よ
る
ゼ
ロ
ゼ
ロ
融
資
に
よ
り
、
信
用
保

証
協
会
の
保
証
債
務
残
高
は
急
増
し
、
保
証
債

務
残
高
に
占
め
る
1
0
0
％
保
証
の
割
合
は
6

割
を
超
え
る
こ
と
と
な
り
、
2
0
2
3
年
3
月

末
に
お
け
る
1
0
0
％
保
証
の
債
務
残
高
は
約

25
億
円
ま
で
膨
れ
上
が
り
ま
し
た
。
中
小
企
業

政
策
審
議
会
の
公
表
資
料
で
は
、
1
0
0
％
保

証
の
融
資
に
お
け
る
課
題
（
80
％
保
証
と
比
較

し
て
リ
ス
ケ
回
数
の
多
さ
、
代
位
弁
済
率
の
高

さ
）
が
挙
げ
ら
れ
て
お
り
、
1
0
0
％
保
証
の

継
続
に
よ
り
、
中
小
企
業
の
経
営
改
善
等
が
進

ま
な
い
事
例
が
生
じ
て
い
る
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

こ
れ
ら
の
状
況
を
踏
ま
え
、令
和
5
年
4
月
1

日
か
ら
施
行
さ
れ
た「
中
小
・
地
域
金
融
機
関
向

け
の
総
合
的
な
監
督
指
針
」
等
の
一
部
改
正
と
平

仄
を
合
わ
せ
る
よ
う
に
、「
信
用
保
証
協
会
向
け
の

総
合
的
な
監
督
指
針（
以
下
、「
監
督
指
針
」）」が

一
部
改
正
さ
れ
6
月
1
日
よ
り
施
行
さ
れ
ま
し
た
。

監
督
指
針
改
正
の
ポ
イ
ン
ト

　

改
正
後
に
本
編
に
追
加
さ
れ
た
項
目
と
し
て
、

押
さ
え
て
お
き
た
い
と
思
わ
れ
る
点
は
次
の
2

点
で
す
。

【
Ⅱ
‐
2　

金
融
機
関
及
び
各
支
援
機
関
等
と

の
連
携
等
】

　

従
前
の
監
督
指
針
「
金
融
機
関
と
の
連
携
等
」

か
ら
「
金
融
機
関
及
び
各
支
援
機
関
等
と
の
連

携
等
」
と
さ
れ
、
中
小
企
業
者
の
課
題
解
決
に

向
け
て
事
業
者
の
フ
ェ
ー
ズ
に
応
じ
た
き
め
細

や
か
な
支
援
が
必
要
で
あ
り
、
中
小
企
業
の
経

営
支
援
や
再
生
支
援
に
向
け
て
、
各
支
援
機
関

と
の
連
携
を
図
る
こ
と
が
明
記
さ
れ
ま
し
た
。

　

ま
た
、
信
用
保
証
付
き
融
資
の
割
合
が
高
い

中
小
企
業
者
な
ど
を
特
定
し
て
主
体
的
に
経
営

支
援
を
行
う
こ
と
が
盛
り
込
ま
れ
た
点
も
押
さ

え
て
お
き
た
い
ポ
イ
ン
ト
で
す
。

【
Ⅱ
‐
3　

経
営
者
保
証
に
依
存
し
な
い
融
資

慣
行
と
し
て
の
浸
透
・
定
着
等
】

　

こ
の
点
が
我
々
の
活
動
に
お
い
て
最
も
重
要

で
す
。
今
回
の
改
正
で
「
経
営
者
保
証
に
関
す

る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
（
以
下
、「
経
営
者
保
証

G
L
」）」
を
遵
守
し
、
次
の
よ
う
な
対
応
を
取

る
こ
と
が
明
記
さ
れ
ま
し
た
。

「
信
用
保
証
協
会
向
け
の
総
合
的
な
監
督
指
針
」の

一
部
改
正（
令
和
６
年
６
月
１
日
施
行
）と
そ
の
影
響

T
K
C
全
国
会
中
小
企
業
支
援
委
員
会 

金
融
機
関
等
関
連
小
委
員
会
委
員
長
　
湯
川
直
樹

　

経
営
者
保
証
に
関
し
、
信
用
保
証
制
度
が

原
則
と
し
て
経
営
者
保
証
が
必
要
で
あ
る
か

の
誤
解
を
生
じ
な
い
よ
う
説
明
方
法
を
工
夫

の
上
、（
中
略
）
信
用
保
証
料
率
の
引
き
上
げ

等
を
条
件
と
し
て
、
経
営
者
保
証
を
提
供
し

な
い
こ
と
を
中
小
企
業
者
が
選
択
で
き
る

「
事
業
者
選
択
型
経
営
者
保
証
非
提
供
制
度
」

が
創
設
さ
れ
て
お
り
、（
中
略
）
当
該
制
度
の

内
容
を
十
分
に
踏
ま
え
た
適
正
な
説
明
や
提

案
を
行
っ
て
い
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

4



TKC 2024・7

中小企業支援委員会

　

こ
の
「
事
業
者
選
択
型
経
営
者
保
証
非
提
供

制
度
」
は
、
一
定
の
要
件
の
も
と
、
信
用
保
証

協
会
の
所
定
保
証
料
率
に
0
・
25
％
上
乗
せ
す

る
こ
と
で
、
経
営
者
保
証
を
提
供
す
る
こ
と
な

く
融
資
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
制
度
で
あ
り
、

本
年
3
月
か
ら
開
始
さ
れ
て
い
ま
す
。
本
制
度

の
活
用
な
ら
び
に
活
用
実
績
を
公
表
す
る
こ
と

も
監
督
指
針
に
明
記
さ
れ
た
こ
と
か
ら
、
信
用

保
証
協
会
で
は
本
制
度
を
活
用
し
、
経
営
者
保

証
を
提
供
し
な
い
融
資
を
進
め
る
動
き
が
見
え

始
め
る
も
の
と
思
わ
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
事
業
者
か
ら
寄
せ
ら
れ
て
い
る
課
題

と
し
て
、
金
融
機
関
が
経
営
者
保
証
を
不
要
と

判
断
し
た
場
合
で
も
、
信
用
保
証
協
会
か
ら
必

要
と
さ
れ
た
場
合
に
、
事
業
者
に
対
し
て
適
切

な
説
明
が
さ
れ
な
い
ま
ま
経
営
者
保
証
の
提
供

が
求
め
ら
れ
る
ケ
ー
ス
が
あ
る
と
さ
れ
て
い
ま

す
。
こ
れ
に
対
し
て
、
今
回
の
監
督
指
針
で
は

次
の
よ
う
に
明
記
さ
れ
、
金
融
機
関
を
介
し
て

適
切
な
説
明
を
行
い
、
そ
の
結
果
を
記
録
す
る

こ
と
と
さ
れ
ま
し
た
。

　

こ
れ
ら
の
内
容
は
、
令
和
5
年
4
月
1
日
に

一
部
改
正
さ
れ
た
「
中
小
・
地
域
金
融
機
関
向

け
の
総
合
的
な
監
督
指
針
」
に
新
た
に
明
記
さ

れ
た
内
容
が
信
用
保
証
協
会
向
け
の
監
督
指
針

に
盛
り
込
ま
れ
た
も
の
で
す
。
こ
れ
に
よ
り
、

信
用
保
証
付
き
融
資
に
お
い
て
経
営
者
保
証
を

徴
求
す
る
場
合
は
、
事
業
者
へ
の
適
切
な
説
明

が
行
わ
れ
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
と
と
も
に
、

経
営
者
保
証
に
依
存
し
な
い
保
証
付
き
融
資
に

向
け
た
取
り
組
み
が
進
展
す
る
と
思
わ
れ
ま
す
。

各
地
域
会
に
お
い
て
信
用
保
証
協
会
と
の

連
携
強
化
を
図
っ
て
い
き
ま
す

　

今
回
の
監
督
指
針
改
正
は
、
経
営
者
保
証
に

踏
み
込
ん
だ
数
年
ぶ
り
の
改
正
で
あ
り
、
信
用

保
証
協
会
に
お
い
て
も
大
き
な
イ
ン
パ
ク
ト
が

あ
る
と
想
定
さ
れ
ま
す
。

　

中
小
企
業
支
援
委
員
会
で
は
、
昨
年
「
中
小
・

地
域
金
融
機
関
向
け
の
総
合
的
な
監
督
指
針
」

の
一
部
改
正
を
受
け
て
、
全
国
で
「
実
務
者
協

議
」
を
一
斉
に
実
施
し
て
ま
い
り
ま
し
た
。
今

回
の
信
用
保
証
協
会
向
け
監
督
指
針
の
改
正
は
、

「
①
中
小
企
業
の
経
営
改
善
支
援
を
主
体
的
に

実
施
す
る
こ
と
」「
②
経
営
者
保
証
に
依
存
し

な
い
融
資
慣
行
を
推
進
す
る
こ
と
」
が
大
き
な

ポ
イ
ン
ト
で
あ
り
、
ま
さ
に
我
々
T
K
C
会
員

事
務
所
が
関
与
先
企
業
の
支
援
と
し
て
行
っ
て

い
る
業
務
と
密
接
に
つ
な
が
る
も
の
で
す
。

　

こ
れ
ら
を
踏
ま
え
、
中
小
企
業
支
援
委
員
会

で
は
各
地
域
に
お
い
て
信
用
保
証
協
会
と
連
携

を
図
る
よ
う
活
動
を
開
始
し
ま
す
。
地
域
中
小

企
業
の
支
援
に
向
け
て
、
信
用
保
証
協
会
、
地

域
金
融
機
関
と
の
「
顔
の
見
え
る
関
係
」
の
構

築
に
つ
な
げ
て
ま
い
り
ま
し
ょ
う
!　
　
　

■

　

金
融
機
関
が
保
証
人
を
不
要
と
判
断
し
た

一
方
、
信
用
保
証
協
会
が
保
証
人
を
必
要
と

判
断
し
保
証
契
約
を
締
結
す
る
場
合
に
お
い

て
は
、
ど
の
部
分
が
十
分
で
は
な
い
た
め
に

保
証
契
約
が
必
要
な
の
か
、
ど
の
よ
う
な
改

善
を
図
れ
ば
保
証
契
約
の
変
更
・
解
除
の
可

能
性
が
高
ま
る
か
と
い
っ
た
客
観
的
合
理
的

理
由
に
つ
い
て
、
金
融
機
関
を
介
し
て
中
小

企
業
者
の
知
識
、
経
験
等
に
応
じ
、
そ
の
理

解
と
納
得
を
得
る
こ
と
を
目
的
と
し
た
説
明

を
行
う
（
中
略
）
必
要
に
応
じ
て
信
用
保
証

協
会
か
ら
中
小
企
業
者
へ
直
接
説
明
す
る
態

勢
が
整
備
さ
れ
て
い
る
か
。

1. 信用保証協会による支援の強化　主な施策
1. 信用保証協会向けの総合的な監督指針の改正【24年6月】
①金融機関との連携の上、保証付融資の割合が高い先など支援先
を特定し、協会が主体的に支援。
②経営改善支援の効果検証指標を設定（売上高営業利益率、
EBITDA等）し、目標・実績を協会別に公表。
③中小企業活性化協議会への案件持込を促進し、持込実績を協会
別に公表。
④過去に破産を経験している経営者に対しても、足下の事業計画
等を踏まえて、公正な保証審査を行う。
⑤「経営者保証の提供を選択できる保証制度」について、保証申
込時に事業者に対して説明。利用実績を協会別に公表。

2. 中小企業活性化協議会、事業承継・引継ぎ支援センターとの連携
推進【24年4月】
・保証申込時等の契約書において、事業者情報の守秘義務が解除さ
れる対象として、活性化協議会、事業承継・引継ぎ支援センター
を明記。再生支援・スポンサー探しの事前相談の円滑化を図る。

3. 求償権放棄の円滑化（再チャレンジを含む条例制定の都道府県等
への要請）【24年3月】

出典：「再生支援の総合的対策」（2024年3月8日　経済産業省・金融庁・財務省）
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三
者
協
議
会（
交
流
会
）に
53
名
が
参
加

T
K
C
中
部
会
は
、
2
0
2
4
年
5
月
10
日
、

T
K
C
名
古
屋
研
修
セ
ン
タ
ー
に
て
日
本
政
策

金
融
公
庫
、
愛
知
県
・
岐
阜
県
・
三
重
県
・
名

古
屋
市
・
岐
阜
市
信
用
保
証
協
会
と
の
協
議
会

（
交
流
会
）
を
開
催
し
ま
し
た
。
参
加
者
は
53

名
で
大
規
模
な
開
催
と
な
り
ま
し
た
。

冒
頭
、
村
瀬
潔
中
部
会
会
長
が
、
中
部
会
に

と
っ
て
こ
の
三
者
協
議
会
の
開
催
は
、
個
人
、

法
人
の
区
別
な
く
我
々
が
関
与
す
る
お
客
様
の

資
金
繰
り
支
援
の
た
め
の
身
近
な
相
談
相
手
と

し
て
い
つ
も
頼
り
に
さ
せ
て
い
た
だ
い
て
い
る

旨
の
感
謝
の
言
葉
を
述
べ
ら
れ
る
と
と
も
に
、

中
小
企
業
支
援
を
共
に
支
援
す
る
団
体
と
し
て
非

常
に
重
要
な
機
会
で
あ
る
た
め
、
そ
の
ベ
ク
ト
ル

を
再
確
認
す
る
場
で
あ
る
と
言
及
さ
れ
ま
し
た
。

今
回
の
よ
う
に
中
部
エ
リ
ア
の
中
部
会
、
日
本

政
策
金
融
公
庫
、
信
用
保
証
協
会
が
一
堂
に
会

す
る
協
議
会
も
さ
る
こ
と
な
が
ら
、
中
部
会
と

し
て
三
者
の
連
携
が
保
た
れ
る
よ
う
に
、
委
員
会

と
各
S
C
G
セ
ン
タ
ー
が
窓
口
と
な
っ
て
行
職

員
勉
強
会
や
ト
ッ
プ
対
談
の
開
催
を
す
る
と
い

う
こ
と
が
良
い
風
土
と
し
て
根
付
い
て
い
ま
す
。

中
小
企
業
支
援
へ
向
け
て
一
層
の
協
力
を
確
認

協
議
会
の
本
編
は
、
ま
ず
、
そ
れ
ぞ
れ
の
参

加
者
か
ら
現
在
の
取
組
と
今
後
の
展
開
な
ど
を

お
話
し
い
た
だ
き
ま
し
た
。

日
本
政
策
金
融
公
庫
国
民
生
活
事
業
本
部
東

海
地
区
統
括
室
硯
見
仁
様
か
ら
日
本
政
策
金
融

公
庫
の
取
り
組
み
に
つ
い
て
発
表
が
あ
り
ま
し

た
。
新
型
コ
ロ
ナ
対
策
資
本
性
劣
後
ロ
ー
ン
の

概
要
・
通
常
融
資
と
の
違
い
・
融
資
事
例
に
つ

い
て
説
明
を
い
た
だ
き
ま
し
た
。
決
算
書
上
借

入
は
負
債
に
計
上
さ
れ
る
が
金
融
機
関
の
資
産

査
定
上
自
己
資
本
と
み
な
す
こ
と
、
返
済
は
一

括
償
還
返
済
と
な
る
た
め
借
入
期
間
は
利
息
の

み
の
負
担
に
な
る
こ
と
、
通
常
の
融
資
制
度
よ

り
資
金
シ
ョ
ー
ト
が
し
に
く
い
利
点
に
つ
い
て

ご
説
明
を
い
た
だ
き
ま
し
た
。

次
に
、
創
業
支
援
に
つ
い
て
支
援
体
制
の
案

内
が
あ
り
ま
し
た
。
公
庫
と
取
引
歴
の
あ
る
企

業
全
体
の
3
割
が
株
式
公
開
を
し
て
い
る
。
創

業
支
援
融
資
も
対
象
者
拡
大
を
し
て
お
り
、
8

割
の
お
客
様
は
ネ
ッ
ト
か
ら
の
ダ
イ
レ
ク
ト
取

金融機関との
連携

東
海
地
区
3
県
の
日
本
政
策
金
融
公
庫
と

信
用
保
証
協
会
と
の
協
議
会（
交
流
会
）を
開
催

T
K
C
中
部
会 

中
小
企
業
支
援
委
員
会
委
員
長　

中
根
研
一

Ｔ
Ｋ
Ｃ
中
部
会　
連
携
事
例
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金融機関との連携

TKC 2024・7

引
が
主
流
と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
契
約
書
も
電

子
契
約
が
主
流
に
な
っ
て
お
り
東
海
地
区
で
は

来
年
1
月
に
導
入
予
定
で
収
入
印
紙
な
ど
も
不

要
に
な
る
そ
う
で
す
。
小
規
模
事
業
者
が
取
引

先
の
中
心
と
な
る
が
、
T
K
C
会
員
の
協
力
が

必
要
不
可
欠
で
あ
る
と
の
お
話
を
い
た
だ
き
ま

し
た
。

そ
の
後
、
愛
知
県
信
用
保
証
協
会
経
営
支
援

部
部
長
大
野
耕
嗣
様
か
ら
令
和
6
年
度
経
営
計

画
の
発
表
、
保
証
料
の
上
乗
せ
と
い
う
形
に
な

る
が
経
営
者
保
証
の
解
除
を
進
め
て
い
る
こ
と
、

岐
阜
県
信
用
保
証
協
会
保
証
業
務
部
部
長
佐
藤

昭
仁
様
か
ら
ポ
ス
ト
コ
ロ
ナ
サ
ポ
ー
ト
室
を
創

設
し
経
営
者
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
を
し
て
対
応
を
し

て
い
る
こ
と
、
令
和
6
年
5
月
・
6
月
に
返
済

開
始
が
集
中
し
て
お
り
、
3
年
据
え
置
き
の
関

与
先
の
返
済
が
集
中
し
て
い
る
こ
と
の
案
内
、

み
、
そ
し
て
協
力
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
初
め
て

顧
問
先
で
あ
る
中
小
企
業
を
本
当
の
意
味
で
支

援
が
出
来
る
と
改
め
て
感
じ
た
良
い
機
会
に
な

り
ま
し
た
。

そ
し
て
、
私
の
所
属
す
る
豊
橋
支
部
で
は
、

コ
ロ
ナ
を
境
に
開
催
が
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
日

本
政
策
金
融
公
庫
豊
橋
支
店
と
の
交
流
会
の
企

画
案
が
決
ま
り
ま
し
た
。
中
小
企
業
へ
の
支
援

は
、
い
か
に
ス
ピ
ー
ド
感
を
も
っ
て
行
え
る
か

が
重
要
だ
と
い
う
こ
と
を
考
え
る
と
「
顔
の
見

え
る
関
係
」
の
構
築
は
双
方
に
と
っ
て
な
く
て

は
な
ら
な
い
場
で
あ
る
と
も
感
じ
ま
し
た
。
協

議
会
を
終
え
懇
親
会
の
席
で
は
、
コ
ロ
ナ
を
境

に
開
催
が
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
日
本
政
策
金
融

公
庫
豊
橋
支
店
と
の
情
報
交
換
会
の
企
画
に
つ

い
て
早
々
に
進
め
る
こ
と
が
決
ま
っ
て
い
ま
す
。

地
元
で
の
開
催
は
、
窓
口
と
な
る
職
員
さ
ん
た

ち
に
T
K
C
会
計
人
の
取
組
み
を
直
に
お
伝
え

す
る
と
共
に
、
我
々
会
員
も
資
金
繰
り
相
談
の

強
い
パ
ー
ト
ナ
ー
を
得
る
こ
と
が
で
き
る
機
会

で
あ
り
期
待
を
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
。

今
回
の
三
者
協
議
会
を
通
じ
て
中
小
企
業
へ

の
支
援
は
、
い
か
に
ス
ピ
ー
ド
感
を
も
っ
て
行

え
る
か
が
重
要
だ
と
い
う
こ
と
を
改
め
て
再
認

識
し
、
顔
の
見
え
る
関
係
構
築
は
三
者
に
と
っ

て
な
く
て
は
な
ら
な
い
と
認
識
す
る
機
会
と
な

り
ま
し
た
。　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

■

続
い
て
、
三
重
県
信
用
保
証
協
会
経
営
支
援
課

課
長
伊
藤
貴
史
様
か
ら
村
瀬
会
長
と
三
重
県
保

証
協
会
会
長
と
の
ト
ッ
プ
対
談
、
平
井
基
也
会

員
・
梶
有
香
里
会
員
と
若
手
職
員
と
の
勉
強
会

の
実
施
報
告
を
い
た
だ
き
ま
し
た
。

最
後
に
、
中
部
会
と
し
て
の
取
組
に
つ
い
て

は
、
ポ
ス
コ
ロ
事
業
の
申
請
結
果
と
3
月
に
ピ

ー
ク
を
迎
え
た
伴
走
支
援
を
確
実
に
実
行
し
て

頂
く
た
め
の
会
員
へ
の
周
知
活
動
や
、
経
営
者

保
証
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
三
要
件
に
重
要
と
な
る

の
が
書
面
添
付
制
度
で
あ
る
と
考
え
て
い
る
こ

と
を
ご
紹
介
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
し
た

「
顔
の
見
え
る
関
係
」の
構
築
が
重
要

参
加
し
た
メ
ン
バ
ー
が
そ
れ
ぞ
れ
の
立
場
に

お
い
て
、
金
融
機
関
と
中
部
会
が
タ
ッ
グ
を
組

▪日本政策金融公庫
国民生活事業本部  東海地区統轄	 青野浩之
名古屋中支店国民生活事業  事業統轄	 髙坂英樹
熱田支店国民生活事業  事業統轄	 成島高道
豊橋支店国民生活事業  事業統轄	 千田大貴
一宮支店国民生活事業  事業統轄	 仲西弘明
岡崎支店国民生活事業  事業統轄	 今成　潔
岐阜支店国民生活事業  事業統轄	 纐纈和人
多治見支店国民生活事業 事業統轄	 林　弘二
津支店国民生活事業  事業統轄	 浅沼靖司
四日市支店国民生活事業  事業統轄	 秦　　治
伊勢支店国民生活事業  事業統轄	 加藤　卓
国民生活事業本部  東海地区統轄室長	 石原　豪
国民生活事業本部  東海地区統轄室	 硯見　仁

▪愛知県信用保証協会
経営支援部  部長	 村松俊昭
経営支援部地域連携課  副長	 大野耕嗣

▪岐阜県信用保証協会
保証業務部　部長	 佐藤昭仁
企画部　部長	 川端健一

▪三重県信用保証協会
保証部  副部長	 奥野　洋
経営支援部  経営支援課　課長	 伊藤貴史

▪名古屋市信用保証協会
経営支援部  部長	 服部幸喜
経営支援部  支援連携課  課長	 加藤憲昭

▪岐阜市信用保証協会
企画情報課  課長	 鷲﨑正純
経営支援課  審議監	 西村志穂
経営支援課  経営サポート室長兼推進役	 越川健士

出席者（敬称略）

7



『ＴＫＣ中部会報』第249号より

コ
ロ
ナ
融
資
先
へ
の
支
援
内
容
に
つ
い
て

　
石
原
　
コ
ロ
ナ
が
始
ま
っ
た
令
和
２
年
度
の

当
初
か
ら
返
済
の
ピ
ー
ク
を
迎
え
る
３
年
後
を

見
据
え
る
必
要
性
を
感
じ
て
い
ま
し
た
。
私
は

コ
ロ
ナ
禍
か
ら
の
中
小
企
業
支
援
の
出
口
戦
略

は
協
会
で
あ
っ
て
も
「
座
し
て
待
つ
」
姿
勢
で

は
駄
目
で
、
こ
ち
ら
か
ら
出
向
き
「
足
を
使
っ

た
支
援
」
が
必
要
だ
と
言
い
続
け
て
き
ま
し
た
。

そ
の
中
で
ま
ず
取
り
組
ん
だ
こ
と
は
、
職
員
が

事
業
者
と
対
面
で
対
応
で
き
る
力
を
向
上
さ
せ

る
こ
と
で
し
た
。
具
体
的
に
は
全
職
員
を
対
象

に
ヒ
ア
リ
ン
グ
研
修
、
業
種
別
着
眼
点
の
研
修

な
ど
数
多
く
の
研
修
を
受
講
し
て
も
ら
い
ま
し

た
。
同
時
に
中
小
企
業
経
営
者
に
助
言
・
指
導

が
で
き
る
専
門
家
に
よ
る
支
援
の
必
要
性
も
感

じ
て
い
た
為
、
２
０
２
２
年
２
月
に
金
融
機
関

経
験
者
４
人
を
迎
え
、
協
会
職
員
４
人
と
の
計

８
人
で
「
ポ
ス
ト
コ
ロ
ナ
サ
ポ
ー
ト
室
」
を
ス

タ
ー
ト
し
ま
し
た
。
こ
の
ポ
ス
ト
コ
ロ
ナ
サ

ポ
ー
ト
室
が
先
頭
に
立
ち
、
ゼ
ロ
ゼ
ロ
融
資
の

利
用
者
の
う
ち
、
協
会
の
保
証
付
き
融
資
し
か

利
用
し
て
い
な
い
事
業
者
約
３
千
者
を
対
象
に

事
業
者
訪
問
を
開
始
し
ま
し
た
。
初
回
訪
問
時

は
必
ず
金
融
機
関
担
当
者
に
同
行
し
て
も
ら
い
、

金
融
機
関
を
巻
き
込
ん
だ
支
援
と
す
る
こ
と
に

拘
っ
て
き
ま
し
た
。
幸
い
ど
の
金
融
機
関
か
ら

も
快
く
協
力
を
い
た
だ
く
こ
と
が
で
き
、
初
回

か
ら
ス
ム
ー
ズ
な
訪
問
活
動
が
実
施
で
き
て
い

ま
す
。
こ
の
体
制
が
構
築
で
き
て
い
る
こ
と
は

当
協
会
の
強
み
で
あ
り
、
最
も
手
応
え
を
感
じ

て
い
る
部
分
で
す
。

　

ま
た
、
当
訪
問
活
動
を
通
じ
て
対
応
が
必
要

と
な
っ
た
事
業
者
の
課
題
に
つ
い
て
は
、
部
署

間
の
垣
根
を
取
り
払
っ
た
「
サ
ポ
ー
ト
横
断
会

議
」
で
検
討
し
、
対
応
方
針
を
決
定
し
て
い
ま

す
。
そ
し
て
、
昨
年
末
か
ら
ス
ム
ー
ズ
に
返
済

で
き
そ
う
に
な
い
事
業
者
が
顕
著
に
増
加
し
て

き
て
い
ま
す
。
こ
れ
に
呼
応
し
て
事
故
報
告
、

リ
ス
ケ
、
代
位
弁
済
も
ず
っ
と
低
水
準
で
推
移

「
金
融
機
関
ト
ッ
プ
対
談
」シ
リ
ー
ズ

金融機関との
連携

▪岐阜県信用保証協会
理事長	
石原　佳洋
常務理事	
川添　康正

▪ＴＫＣ中部会
会長	
村瀬　　潔
副会長	
浅野　雅大

出席者（敬称略）

岐
阜
県
信
用
保
証
協
会・石
原
佳
洋
理
事
長
と
の
ト
ッ
プ
対
談

■
と
き
：
令
和
５
年
８
月
４
日
㈮　

■
と
こ
ろ
：
岐
阜
県
信
用
保
証
協
会

Ｔ
Ｋ
Ｃ
中
部
会
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金融機関との連携

業
の
経
営
支
援
に
は
税
理
士
先
生
の
ご
協
力
は

必
要
不
可
欠
な
要
素
と
考
え
て
い
ま
す
の
で
是

非
お
願
い
し
ま
す
。

経
営
者
保
証
改
革
プ
ロ
グ
ラ
ム
へ
の
取
り
組
み

　
石
原
　
経
営
者
保
証
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
３
要

件
を
ど
の
よ
う
に
確
認
し
て
い
く
か
が
重
要
と

捉
え
て
お
り
、
こ
の
部
分
に
つ
い
て
は
税
理
士

先
生
に
も
協
力
を
お
願
い
し
た
い
と
考
え
て
い

ま
す
。

　
川
添　

当
協
会
で
は
、
以
前
よ
り
Ｔ
Ｋ
Ｃ
モ

ニ
タ
リ
ン
グ
情
報
サ
ー
ビ
ス
（
Ｍ
Ｉ
Ｓ
）
を
活

用
し
た
「
財
務
要
件
型
無
保
証
人
保
証
」
制
度

に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。
ま
た
、
書
面
添
付
に

つ
い
て
は「
税
理
士
連
携
短
期
継
続
特
別
保
証
」

の
信
用
保
証
料
率
割
引
の
要
件
に
採
用
し
て
い

る
こ
と
で
普
及
の
一
翼
を
担
っ
て
い
る
と
考
え

て
い
ま
す
。

　
村
瀬　

Ｔ
Ｋ
Ｃ
で
は
、
経
営
者
保
証
ガ
イ
ド

ラ
イ
ン
を
「
保
証
を
外
す
」
た
め
で
は
な
く
、

「
保
証
を
外
せ
る
会
社
を
輩
出
す
る
」
こ
と
を

目
的
と
し
た
運
動
を
展
開
し
て
い
ま
す
。
月
次

巡
回
監
査
を
実
践
す
る
中
で
Ｔ
Ｋ
Ｃ
シ
ス
テ
ム

を
活
用
し
て
、
ま
ず
は
経
営
者
に
自
社
の
数
字

の
見
方
を
教
え
、
正
確
な
現
状
把
握
が
で
き
る

よ
う
支
援
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
書
面
添
付
の

「
そ
の
他
」
欄
に
は
「
会
社
と
経
営
者
と
の
関

係
の
明
確
な
区
分
・
分
離
」
を
意
識
し
て
記
載

す
る
よ
う
に
し
、
決
算
時
に
Ｍ
Ｉ
Ｓ
を
通
じ
て

顧
問
先
企
業
の
状
況
を
金
融
機
関
等
へ
正
確
に

伝
え
る
よ
う
に
し
て
い
ま
す
。

　
石
原
　
経
営
者
保
証
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
要
件

と
は
別
に
以
前
か
ら「
伴
走
支
援
型
特
別
保
証
」

を
利
用
い
た
だ
く
ケ
ー
ス
が
多
く
な
っ
て
い
ま

す
。
こ
ち
ら
は
一
定
の
条
件
を
ク
リ
ア
す
る
と

経
営
者
保
証
が
不
要
と
な
り
ま
す
。
今
年
度
の

取
り
扱
い
に
お
い
て
も
約
３
割
が
経
営
者
保
証

な
し
と
な
っ
て
い
ま
す
。

今
後
の
連
携
に
つ
い
て

　
石
原
　
信
頼
で
き
る
財
務
は
資
金
調
達
力
や

経
営
改
善
の
糸
口
に
つ
な
が
る
と
思
い
ま
す
。

経
営
者
保
証
が
不
要
で
あ
る
こ
と
も
、
そ
の
延

長
線
上
に
あ
る
と
い
う
の
が
本
来
の
考
え
方
だ

と
捉
え
て
い
ま
す
。
今
後
も
支
部
例
会
へ
の
参

加
や
職
員
向
け
勉
強
会
だ
け
で
な
く
、
顧
問
先

へ
の
同
行
訪
問
な
ど
も
含
め
相
互
連
携
を
お
願

い
し
た
い
と
思
い
ま
す
。

　
村
瀬
　
是
非
、
顔
の
見
え
る
関
係
で
こ
れ
か

ら
も
一
緒
に
中
小
企
業
支
援
に
取
り
組
ん
で
ま

い
り
ま
し
ょ
う
。

（
岐
阜
支
部　

林　

和
彦
）

石原理事長（右から２人目）から右へ川添常務理事。左へ村瀬会長、浅野副会長

し
て
き
ま
し
た
が
、
こ
こ
数
ヶ
月
は
如
実
に
増

加
し
て
お
り
、
正
に
正
念
場
を
迎
え
て
い
る
と

感
じ
て
い
ま
す
。

　
村
瀬　
「
足
を
使
っ
た
支
援
」
は
我
々
の
月

次
巡
回
監
査
に
通
じ
る
部
分
が
あ
り
、
共
感
い

た
し
ま
す
。
そ
の
中
で
金
融
機
関
や
保
証
協
会

が
足
を
運
ん
で
い
た
だ
け
る
と
経
営
者
も
勇
気

づ
け
ら
れ
る
と
思
い
ま
す
。

　

Ｔ
Ｋ
Ｃ
会
員
の
顧
問
先
へ
の
訪
問
時
に
は
会

員
の
同
行
も
可
能
で
す
の
で
ご
依
頼
く
だ
さ
い
。

　
石
原
　
そ
れ
は
大
変
あ
り
が
た
い
で
す
。
企
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中
小
企
業
庁
は
5
月
「
2
0
2
4
年
版
中
小
企
業
白
書
・
小
規
模
企
業
白
書
」
を
公
表
し
た
。
経
営
者
の
マ
イ
ン
ド
に
明
る
さ
が
戻

り
つ
つ
あ
る
い
ま
、
中
小
企
業
は
ど
の
よ
う
な
経
営
課
題
に
直
面
し
て
い
る
の
か
。
白
書
の
取
り
ま
と
め
を
担
当
し
た
中
小
企
業
庁

の
菊
田
逸
平
調
査
室
長
が
解
説
す
る
。                                                                                                     （
取
材
日
：
2
0
2
4
年
6
月
10
日
）

戦略経営者 2024.7　

２
０
２
４
年
版
中
小
企
業
白
書
・
小
規
模
企
業
白
書

国
際
競
争
力
維
持
に
向
け
よ
り
一
層
の
省
力
化
投
資
を

誌
上
セ
ミ
ナ
ー

『戦略経営者』2024年7月号より

　

2
0
2
4
年
版
中
小
企
業
白
書
で
は

冒
頭
で
、
年
始
に
発
生
し
た
能
登
半
島

地
震
の
被
災
地
域
の
状
況
に
つ
い
て
分

析
し
て
い
ま
す
。
石
川
県
を
中
心
と
す

る
北
陸
三
県
と
新
潟
県
に
生
産
拠
点
を

置
く
企
業
で
多
数
の
被
害
が
発
生
し
て

お
り
、
内
閣
府
の
推
計
に
よ
る
と
、ス
ト

ッ
ク
の
毀き

損そ
ん

額
は
約
1
・
1
兆
円
〜
2
・

6
兆
円
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
自
然
災
害

へ
の
備
え
と
し
て
Ｂ
Ｃ
Ｐ
（
事
業
継
続

計
画
）
の
策
定
が
有
効
で
あ
り
、
中
小

企
業
に
お
け
る
策
定
率
は
昨
年
15
・
3

％
で
し
た
。
策
定
企
業
は
増
加
傾
向
に

あ
り
ま
す
が
、
引
き
上
げ
の
余
地
は
依

然
と
し
て
大
き
い
の
が
実
情
で
す
。

　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影

響
と
対
応
に
つ
い
て
、
紙
幅
を
割
い
て

総
括
し
て
い
る
の
も
今
年
の
白
書
の
特

色
で
す
。

　

昨
年
5
月
、
新
型
コ
ロ
ナ
は
5
類
感

染
症
へ
の
移
行
と
い
う
大
き
な
節
目
を

迎
え
ま
し
た
。
コ
ロ
ナ
は
引
き
続
き
注

意
す
べ
き
感
染
症
で
あ
る
こ
と
に
変
わ

り
あ
り
ま
せ
ん
が
、
日
本
経
済
は
コ
ロ

ナ
禍
を
脱
し
正
常
化
し
つ
つ
あ
り
ま
す
。

20
年
以
降
、
政
府
は
緊
急
事
態
宣
言
等

に
よ
る
休
業
要
請
、
営
業
時
間
短
縮
要

請
を
行
っ
て
き
ま
し
た
。
影
響
を
受
け

る
事
業
者
に
対
し
て
、
事
業
継
続
や
雇

用
維
持
に
向
け
た
緊
急
的
な
支
援
策
を

実
施
し
、
倒
産
件
数
や
失
業
率
は
低
水

準
で
推
移
し
ま
し
た
。

　

あ
わ
せ
て
、
金
融
機
関
に
よ
る
実
質

無
利
子
・
無
担
保
融
資
（
ゼ
ロ
ゼ
ロ
融

資
）
利
用
企
業
の
現
況
も
分
析
し
て
い

ま
す
。
業
種
別
で
は
、
多
く
の
宿
泊
業

と
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業
で
利
用
さ
れ
た
こ

と
が
わ
か
り
ま
し
た
。
倒
産
企
業
全
体

に
占
め
る
融
資
利
用
企
業
の
倒
産
割
合

は
23
年
2
月
以
降
、
5
〜
8
％
と
い
う

低
い
割
合
に
と
ど
ま
っ
て
い
ま
す
。

新
た
な
補
助
事
業
を
開
始

　

中
小
企
業
の
足
元
の
業
況
を
「
業
況

判
断
D
I
」
を
も
と
に
分
析
す
る
と
、

30
年
来
の
高
い
水
準
に
あ
る
一
方
、
23

年
の
「
売
上
D
I
」
は
秋
以
降
一
服
感

が
み
ら
れ
ま
す
（
図
表
1
）。
中
小
企

業
は
売
り
上
げ
・
受
注
の
減
少
、
原
材

料
高
な
ど
、
さ
ま
ざ
ま
な
経
営
課
題
に

菊田逸平氏

94Q1 97Q1 00Q1 03Q1 06Q1 09Q1 12Q1 15Q1 18Q1 21Q1

（DI,%pt） （前年同期比）

（年期）

0

-5

-10

-15

-20

-25

-30

-35

-40

-45

-50

-55

-60

-65

-70

23/01 23/03 23/05 23/07 23/09 23/11 24/01

（DI,%pt） （前年同期比）

（年／月）

7

6

5

4

3

2

1

0

-1

-2

-3

4.2
3.3

-0.1

※図表1 ～ 4「2024年版中小企業白書・小規模企業白書概要」
　（中小企業庁）より抜粋

図表1 中小企業の業況判断DIの推移（上）
2023年の売上DIの推移（下）
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　戦略経営者 2024.7

直
面
し
て
い
ま
す
が
、
こ
こ
に
き
て
深

刻
化
し
て
い
る
の
が
求
人
難
、
人
手
不

足
で
す
。

　
「
従
業
員
数
過
不
足
D
I
」
に
よ
る
と
、

中
小
企
業
に
お
け
る
従
業
員
数
は
も
と

も
と
、
コ
ロ
ナ
前
の
12
年
ご
ろ
か
ら
不

足
状
況
が
続
い
て
い
ま
し
た
。
15
〜
64

歳
の
生
産
年
齢
人
口
が
減
少
し
て
い
る

に
も
か
か
わ
ら
ず
、
一
定
の
就
業
者
数

を
長
期
間
維
持
で
き
た
の
は
、
女
性
お

よ
び
高
齢
者
の
就
業
が
進
展
し
て
き
た

た
め
で
す
。
た
だ
、
女
性
と
高
齢
者
の

就
業
者
数
は
頭
打
ち
と
な
っ
て
お
り
、

人
材
の
採
用
難
は
い
っ
そ
う
深
刻
化
す

る
こ
と
が
予
想
さ
れ
ま
す
。

　

今
回
の
白
書
で
は
、
人
材
を
十
分
に

確
保
で
き
て
い
る
と
回
答
し
た
企
業
に

お
け
る
取
り
組
み
を
紹
介
し
て
い
ま
す
。

そ
の
取
り
組
み
内
容
の
筆
頭
に
挙
が
っ

た
の
は
「
賃
金
や
賞
与
の
引
き
上
げ
」

で
し
た
。
春
闘
に
お
け
る
中
小
の
賃
上

げ
率
は
23
年
、
3
・
23
％
と
過
去
最
高

水
準
と
な
る
な
ど
、
賃
金
引
き
上
げ
の

機
運
は
着
実
に
高
ま
っ
て
い
ま
す
。
た

だ
、
業
績
が
改
善
し
な
い
な
か
、
人
材

確
保
を
目
的
と
し
た
防
衛
的
賃
上
げ
を

実
施
す
る
企
業
の
割
合
が
高
い
の
も
事

実
で
す
（
図
表
2
）。
今
後
は
、
物
価

動
向
に
見
合
う
賃
上
げ
の
実
現
が
カ
ギ

と
な
り
ま
す
。　

　

ま
た
、
人
材
の
確
保
に
際
し
て
は
、

人
材
戦
略
を
策
定
し
た
上
で
職
場
環
境

の
整
備
に
取
り
組
む
こ
と
も
重
要
で
す
。

職
場
環
境
整
備
の
状
況
に
つ
い
て
尋
ね

た
と
こ
ろ
、
積
極
的
に
取
り
組
ん
で
い

る
と
回
答
し
た
企
業
ほ
ど
、
従
業
員
数

は
増
加
傾
向
に
あ
る
こ
と
が
わ
か
り
ま

し
た
。
具
体
的
に
は
、
賃
金
・
賞
与
の

引
き
上
げ
の
ほ
か
、
働
き
や
す
い
職
場

環
境
づ
く
り
、
定
年
延
長
や
シ
ニ
ア
の

再
雇
用
と
い
っ
た
取
り
組
み
が
挙
が
り

ま
し
た
（
図
表
3
）。
人
手
不
足
へ
の

対
応
策
と
し
て
取
り
組
み
余
地
が
大
き

い
の
は
省
力
化
投
資
で
す
。
中
小
企
業

庁
で
は
、
I
o
T
や
ロ
ボ
ッ
ト
等
人
手

不
足
解
消
に
効
果
の
あ
る
製
品
の
導
入

に
よ
り
、省
力
化
投
資
を
促
進
す
る「
中

小
企
業
省
力
化
投
資
補
助
事
業
」
の
申

請
受
付
を
6
月
25
日
か
ら
予
定
し
て
い

ま
す
。
公
的
な
補
助
事
業
を
う
ま
く
活

用
し
な
が
ら
、
業
務
の
省
力
化
を
進
め

て
も
ら
い
た
い
と
思
い
ま
す
。

デ
ー
タ
を
も
と
に
事
業
創
出

　

中
小
企
業
の
な
か
に
は
、
専
門
家
に

賃金や賞与の引き上げ

働きやすい職場環境づくり

定年延長やシニアの再雇用

福利厚生の充実

公平で公正な人事評価

働き方の多様化やワーク
ライフバランスの推進

仕事内容の魅力度の向上

業務プロセスの見直しなどによる
効率化

多様な人材の積極的な採用·登用

機械化や自動化の実施

52.0%

35.1%

31.7%

25.7%

23.2%

19.1%

19.1%

19.1%

16.3%

14.4%

0 10 20 30 40 50 60

（n=319）

（%）

人材の確保·採用 76.7%

物価上昇への対応 61.0%

世間相場(同業他社等)への対応 37.6%

その他 5.5%

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90
（%）

図表2 業績の改善が見られない中でも賃上げを実施する理由（n=1,104）

図表3 人手が不足していない企業の、その要因（複数回答、上位10項目）
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戦略経営者 2024.7　12

よ
る
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
を
活
用
し
て

人
材
確
保
に
つ
な
げ
て
い
る
例
も
あ
り
、

機
械
器
具
を
製
造
す
る
モ
ノ
リ
ク
ス

（
東
京
都
）
は
そ
う
し
た
1
社
で
す
。

齋
藤
紀
之
社
長
に
よ
る
と
、
以
前
か
ら

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
等
に
求
人
告
知
を
掲
載

し
て
い
ま
し
た
が
、
応
募
が
ほ
と
ん
ど

な
か
っ
た
そ
う
で
す
。
そ
こ
で
、
東
京

し
ご
と
財
団
に
よ
る
「
中
小
企
業
人
材

確
保
総
合
サ
ポ
ー
ト
事
業
」
の
コ
ン
サ

ル
タ
ン
ト
支
援
を
通
し
て
、
求
人
票
の

見
直
し
に
着
手
し
ま
し
た
。

　

具
体
的
に
は
、
従
業
員
と
デ
ィ
ス
カ

ッ
シ
ョ
ン
し
、
業
務
内
容
や
経
営
理
念

な
ど
を
整
理
し
た
ほ
か
、
会
社
の
魅
力

が
わ
か
り
や
す
く
伝
わ
る
よ
う
工
夫
し

ま
し
た
。
求
人
票
の
内
容
を
ブ
ラ
ッ
シ

ュ
ア
ッ
プ
し
た
結
果
、
1
カ
月
間
で
10

名
超
の
応
募
が
あ
り
、
20
代
男
性
の
採

用
に
成
功
。
齋
藤
社
長
は
、
自
社
を
見

つ
め
な
お
す
機
会
を
設
け
た
こ
と
で
、

ど
の
よ
う
な
製
品
を
つ
く
り
世
の
中
に

貢
献
で
き
る
か
、
従
業
員
が
考
え
る
き

っ
か
け
に
な
っ
た
と
語
っ
て
い
ま
す
。

　

D
X
（
デ
ジ
タ
ル
・
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ

ー
メ
ー
シ
ョ
ン
）
の
推
進
は
、
省
力
化

を
図
る
一
つ
の
方
法
と
い
え
ま
す
が
、

D
X
に
よ
り
新
規
事
業
を
創
出
し
て
い

る
の
が
グ
ラ
ン
ド
印
刷
（
福
岡
県
）
で

す
。
シ
ル
ク
ス
ク
リ
ー
ン
印
刷
を
主
力

に
し
て
い
る
同
社
は
、
事
業
拡
大
に
伴

う
事
務
処
理
の
増
加
を
受
け
、
ク
ラ
ウ

ド
ソ
フ
ト
の
活
用
に
着
手
。
グ
ル
ー
プ

ウ
ェ
ア
や
ビ
ジ
ネ
ス
チ
ャ
ッ
ト
を
導
入

し
て
、
I
T
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
支

援
を
受
け
つ
つ
独
自
の
基
幹
シ
ス
テ
ム

を
開
発
し
ま
し
た
。

　

業
務
フ
ロ
ー
の
見
直
し
に
よ
り
、
残

業
時
間
が
減
り
有
給
休
暇
取
得
率
も
向

上
す
る
な
ど
、
職
場
環
境
が
改
善
し
ま

し
た
。
さ
ら
に
、
基
幹
シ
ス
テ
ム
で
顧

客
の
購
入
商
品
や
購
入
動
機
と
い
っ
た

デ
ー
タ
を
詳
細
に
分
析
で
き
る
よ
う
に

な
り
、
顧
客
ニ
ー
ズ
の
見
込
め
る
事
業

の
創
出
に
役
立
て
て
い
ま
す
。
コ
ロ
ナ

禍
で
は
、
段
ボ
ー
ル
製
パ
ー
テ
ィ
シ
ョ

ン
や
フ
ェ
イ
ス
シ
ー
ル
ド
を
製
造
、
販

売
し
て
、
過
去
最
高
の
売
り
上
げ
を
記

録
し
ま
し
た
。
デ
ジ
タ
ル
化
投
資
に
よ

る
生
産
性
の
向
上
は
、
国
際
的
な
競
争

力
を
維
持
し
、
中
小
企
業
が
持
続
的
な

成
長
を
図
る
上
で
不
可
欠
で
す
。

重
要
度
増
す
支
援
機
関

　

人
材
確
保
や
賃
上
げ
、
省
力
化
に
加

え
、
近
年
喫
緊
の
経
営
課
題
と
な
っ
て

い
る
の
が
事
業
承
継
で
す
。
中
小
企
業

の
約
半
数
に
お
い
て
は
、
後
継
者
が
不

在
で
す
。
さ
ら
に
、
後
継
者
が
決
ま
っ

て
い
て
も
安
心
と
い
う
わ
け
で
は
あ
り

ま
せ
ん
。
後
継
者
の
経
営
能
力
や
相
続

税
・
贈
与
税
の
問
題
、
後
継
者
に
よ
る

株
式
・
事
業
用
資
産
の
買
い
取
り
と
い

っ
た
課
題
を
抱
え
て
い
る
こ
と
が
わ
か

り
ま
し
た
。
経
営
改
善
・
再
生
支
援
の

ニ
ー
ズ
も
高
ま
っ
て
い
て
、
中
小
企
業

活
性
化
協
議
会
に
持
ち
込
ま
れ
る
相
談

件
数
は
コ
ロ
ナ
禍
以
降
急
増
し
て
い
ま

す
。
金
融
機
関
等
の
関
係
機
関
が
一
丸

と
な
っ
て
取
り
組
む
こ
と
が
経
営
改

善
・
再
生
支
援
の
効
果
を
高
め
る
上
で

欠
か
せ
ま
せ
ん
。

　

中
小
企
業
に
と
っ
て
、
官
民
の
支
援

機
関
の
重
要
性
が
増
し
て
い
ま
す
。
支

援
機
関
と
は
、
商
工
会
や
商
工
会
議
所
、

よ
ろ
ず
支
援
拠
点
、
金
融
機
関
、
税
理

士
等
の
士
業
、
認
定
経
営
革
新
等
支
援

機
関
な
ど
を
指
し
ま
す
。
事
業
者
の
相

談
内
容
が
高
度
化
す
る
な
か
、
支
援
機

関
が
相
互
に
連
携
す
る
こ
と
で
、
多
様

な
経
営
課
題
の
解
決
に
取
り
組
ん
で
い

る
様
子
も
う
か
が
え
、
支
援
機
関
を
活

用
し
て
い
る
事
業
者
ほ
ど
黒
字
割
合
が

高
い
と
い
う
結
果
が
出
ま
し
た
（
図
表

4
）。
支
援
機
関
の
な
か
で
も
中
小
企

業
の
経
営
を
日
々
サ
ポ
ー
ト
さ
れ
て
い

る
税
理
士
の
方
々
は
、
税
務
・
会
計
の

サ
ポ
ー
ト
の
み
な
ら
ず
、
さ
ま
ざ
ま
な

困
り
ご
と
の
相
談
相
手
と
な
っ
た
り
、

経
営
者
の
精
神
的
支
柱
の
役
割
を
果
た

さ
れ
る
方
ま
で
い
ら
っ
し
ゃ
い
ま
す
。

引
き
続
き
、
中
小
企
業
・
小
規
模
事
業

者
に
寄
り
添
い
、
支
援
し
て
い
た
だ
け

る
こ
と
を
期
待
し
て
い
ま
す
。

51.5%

41.1%

29.1% 19.5%

36.3% 22.6%

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
（%）

活用している (n=5,117)

活用していない (n=752)

■黒字　  ■収支均衡　■赤字

図表4 支援機関の活用状況別2023年営業利益の見通し
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最新の実践事務所一覧、各事務所の所在地等はTKCグループホームページで検索できます。
TKC会員事務所と連携した「TKCモニタリング情報サービス」のご推進にお役立てください。

１．ＴＫＣグループホームページ（https://www.tkc.jp）
２．ページ下部「注目のサービス」⇒「税理士ご紹介コーナー」
３．ページ下部「自分で税理士を探す」から都道府県を選択
４．金融機関と連携した中小企業支援への取り組み「TKCモニタリング情報サービス 〇：実践」

「ＴＫＣモニタリング情報サービス」の実践事務所は
TKCグループホームページからご確認ください

SCG営業本部 ＦｉｎＴｅｃｈ推進部 　E-mail：fintech.banks@tkc.co.jp

◉お問い合わせ先
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木村雅彦社長

戦略経営者 2024.7　

グ
ル
ー
プ
全
体
の
業
績
を
綿
密
に
把
握
し

画
期
的
な
サ
ー
ビ
ス
を
続
々
と
展
開

あ
け
ぼ
の
フ
ァ
ー
マ
シ
ー
グ
ル
ー
プ

医
薬
品
の
販
売
や
薬
膳
料
理
の
提
供
、
在
宅
医
療
な
ど
を
通
じ
て
地
域
住
民
の
健
康
を
サ
ポ
ー
ト
し
て
い
る
、
あ
け
ぼ
の
フ
ァ
ー
マ
シ
ー
グ
ル
ー
プ
。
業
界
の
慣
習

に
と
ら
わ
れ
な
い
、
斬
新
な
サ
ー
ビ
ス
を
展
開
す
る
背
景
に
は
、
原
田
伸
宏
税
理
士
と
二
人
三
脚
で
築
き
上
げ
た
緻
密
な
業
績
管
理
体
制
が
あ
っ
た
。

　

冷
た
い
雨
が
し
と
し
と
と
降
り
注
ぐ

晩
春
の
あ
る
日
。
あ
け
ぼ
の
薬
局
学
園

の
森
店
（
茨
城
県
つ
く
ば
市
）
の
会
議

室
に
木
村
雅
彦
社
長
、
原
田
伸
宏
顧
問

税
理
士
、
茨
城
県
信
用
組
合
岩
井
支
店

の
萩
原
昭
支
店
長
と
小
林
正
治
係
長
が

参
集
し
て
い
た
。
あ
け
ぼ
の
フ
ァ
ー
マ

シ
ー
グ
ル
ー
プ
の
子
会
社
で
あ
る
、
サ

ン
メ
デ
ィ
カ
ル
の
業
績
検
討
会
だ
。

調
剤
報
酬
改
定
の
影
響
大

　

全
員
が
モ
ニ
タ
ー
に
投
影
さ
れ
た

《
３
６
５
日
変
動
損
益
計
算
書
》
を
見
つ

め
る
な
か
、
原
田
税
理
士
が
デ
ー
タ
を

つ
ぶ
さ
に
読
み
上
げ
て
い
く
。

　
「
現
時
点
の
売
上
高
は
○
万
円
で
前
年

比
、
予
算
比
と
も
に
プ
ラ
ス
で
推
移
し

て
い
ま
す
。
次
に
限
界
利
益
率
で
す
が
、

こ
ち
ら
は
〇
％
と
前
年
比
で
〇
ポ
イ
ン

ト
改
善
し
ま
し
た
。
今
回
、
２
年
に
１

度
の
調
剤
報
酬
改
定
や
毎
年
の
薬
価
の

引
き
下
げ
が
実
行
さ
れ
ま
し
た
が
、
こ

れ
ら
は
サ
ン
メ
デ
ィ
カ
ル
の
経
営
に
ど

の
よ
う
な
影
響
を
及
ぼ
し
て
い
ま
す
か
」

　

こ
う
尋
ね
ら
れ
た
木
村
社
長
は
、
真

剣
な
面
持
ち
で
原
田
税
理
士
の
問
い
か

け
に
応
じ
る
。

　
「
売
上
高
の
減
少
や
限
界
利
益
率
の
悪

化
な
ど
、
マ
イ
ナ
ス
の
影
響
が
予
想
さ

れ
た
の
で
、
薬
の
仕
入
れ
方
法
や
卸
売

業
者
と
の
交
渉
な
ど
、
対
策
を
素
早
く

打
ち
ま
し
た
。
こ
れ
が
奏
功
し
た
の
か
、

業
績
へ
の
影
響
は
軽
微
に
と
ど
ま
り
ま

し
た
。
し
か
し
、
今
回
の
調
剤
報
酬
の

改
定
は
経
営
的
に
影
響
が
大
き
く
、
今

後
、
限
界
利
益
率
が
悪
化
す
る
こ
と
が

予
想
さ
れ
ま
す
」

　

木
村
社
長
の
説
明
を
受
け
て
、
小
林

氏
が
「
業
績
を
タ
イ
ム
リ
ー
に
管
理
さ

れ
、
そ
の
上
で
そ
の
後
の
経
営
戦
略
を

練
ら
れ
て
い
る
こ
と
が
、
今
の
状
態
に

つ
な
が
っ
て
い
る
と
思
い
ま
す
」
と
述

べ
る
と
、
続
け
て
萩
原
支
店
長
が
「『
Ｔ

Ｋ
Ｃ
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
情
報
サ
ー
ビ
ス
』

（
Ｍ
Ｉ
Ｓ
）
で
決
算
書
と
月
次
試
算
表

を
提
供
し
て
い
た
だ
い
て
い
る
の
で
、

サ
ン
メ
デ
ィ
カ
ル
さ
ん
の
状
況
が
手
に

取
る
よ
う
に
分
か
り
、
当
組
合
と
し
て

も
会
社
の
実
態
に
合
っ
た
支
援
を
実
施

で
き
て
い
る
と
感
じ
ま
す
」
と
情
報
開

示
の
透
明
性
に
つ
い
て
言
及
し
た
。

　

そ
の
後
、
原
田
税
理
士
が
店
舗
別
の

会
計
デ
ー
タ
を
も
と
に
同
社
の
現
状
を

詳
細
に
解
説
。
最
後
に
木
村
社
長
が「
当

社
は
『
薬
局
の
概
念
を
覆
せ
』
を
ス
ロ

ー
ガ
ン
に
、
地
域
に
根
差
し
た
会
社
を

目
指
し
て
努
力
し
て
い
き
ま
す
。
引
き

続
き
、
力
強
い
サ
ポ
ー
ト
を
お
願
い
し

ま
す
」
と
総
括
し
、
散
会
と
な
っ
た
。

　

こ
の
よ
う
に
、
同
グ
ル
ー
プ
で
は
、

原
田
公
認
会
計
士
・
税
理
士
事
務
所
に

よ
る
支
援
の
も
と
、
Ｔ
Ｋ
Ｃ
方
式
の
自

あけぼのファーマシーグループ

業　種　医薬品販売、薬膳料理店の運営など
創　業　1996年 4月
所在地　茨城県常総市古間木新田811- ２
売上高　29億1000万円（グループ全体）
社員数　106名（グループ全体）
会計システム　FX4クラウド
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　戦略経営者 2024.7

計
化
と
月
次
決
算
を
実
践
し
て
い
る
。

な
ぜ
こ
れ
ほ
ど
ま
で
に
業
績
管
理
を
緻

密
に
行
う
よ
う
に
な
っ
た
の
か
。
そ
の

理
由
を
説
明
す
る
前
に
、
ま
ず
は
創
業

の
経
緯
に
つ
い
て
見
て
い
こ
う
。

在
宅
調
剤
の
パ
イ
オ
ニ
ア

　

茨
城
県
内
の
病
院
で
薬
剤
師
と
し
て

勤
め
て
い
た
木
村
社
長
が
独
立
し
、
常

総
市
内
に
あ
け
ぼ
の
薬
局
の
１
号
店
を

開
局
し
た
の
は
１
９
９
６
年
４
月
の
こ

と
。
一
念
発
起
し
て
独
立
に
踏
み
切
っ

た
の
は
「
患
者
さ
ん
の
健
康
を
サ
ポ
ー

ト
し
続
け
た
い
」（
木
村
社
長
）
と
い

う
強
い
思
い
か
ら
。
病
院
に
勤
め
て
い

る
以
上
、
患
者
を
ケ
ア
で
き
る
の
は
入

院
中
に
限
ら
れ
る
。
木
村
社
長
は
積
極

的
に
病
棟
に
出
向
き
、
患
者
１
人
ひ
と

り
と
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
図
り
な

が
ら
服
薬
管
理
、
服
薬
指
導
を
行
っ
て

い
た
こ
と
か
ら
、
次
第
に
「
退
院
後
も

き
ち
ん
と
薬
を
飲
め
て
い
る
か
、
副
作

用
は
出
て
い
な
い
か
を
継
続
的
に
確
か

め
た
い
」
と
の
感
情
が
沸
き
上
が
っ
た

と
い
う
。

　

こ
の
思
い
は
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
に
も

反
映
さ
れ
て
い
る
。
あ
け
ぼ
の
薬
局
で

は
、
薬
剤
師
が
調
剤
し
た
薬
を
患
者
の

自
宅
に
届
け
て
、
服
薬
管
理
や
指
導
を

行
う
サ
ー
ビ
ス
を
創
業
時
か
ら
展
開
。

今
で
こ
そ
在
宅
患
者
へ
の
服
薬
管
理
を

手
が
け
る
薬
局
は
多
い
も
の
の
、
当
時

は
全
国
的
に
見
て
も
少
な
く
、
あ
け
ぼ

の
薬
局
が
そ
の
先
駆
け
だ
っ
た
。

　
「
今
は
在
宅
の
患
者
さ
ん
に
調
剤
お
よ

び
服
薬
管
理
を
行
っ
た
場
合
、
訪
問
薬

剤
管
理
指
導
料
の
点
数
が
取
れ
る
の
で

す
が
、
昔
は
加
算
さ
れ
ず
報
酬
は
従
来

の
調
剤
料
だ
け
で
し
た
。
も
ち
ろ
ん
、

採
算
は
取
れ
て
い
ま
せ
ん
で
し
た
が
、

こ
の
サ
ー
ビ
ス
を
止
め
る
こ
と
な
く
磨

き
続
け
た
の
は
、
地
域
の
患
者
さ
ん
の

サ
ポ
ー
ト
を
し
た
い
と
い
う
思
い
に
尽

き
ま
す
」（
木
村
社
長
）

　

患
者
の
自
宅
を
訪
ね
て
の
服
薬
管
理

は
地
域
住
民
や
医
師
に
好
評
を
博
し
、

顧
客
数
が
増
加
。
99
年
に
２
店
舗
目
を

下
妻
市
内
に
オ
ー
プ
ン
し
、
翌
年
に
は

同
市
に
３
店
舗
目
を
開
店
す
る
な
ど
、

着
実
に
規
模
を
拡
大
し
て
い
っ
た
。
現

在
は
茨
城
県
内
に
薬
局
を
９
店
舗
構
え

る
ほ
か
、
薬
膳
料
理
店
（
森
の
薬
膳 

Ｃ

ｏ
Ｃ
ｏ 

Ｔ
ｅ
ａ
）や
ア
ロ
マ
シ
ョ
ッ
プ（
生

活
の
木
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ョ
ッ
プ 

イ
ー
ア

ス
つ
く
ば
店
）
な
ど
、
顧
客
の
健
康
を

サ
ポ
ー
ト
す
る
事
業
を
幅
広
く
展
開
し

て
い
る
。

原田伸宏税理士

あけぼの薬局は茨城県内に９店舗構える

　

木
村
社
長
は
言
う
。

　
「
当
グ
ル
ー
プ
に
は
サ
ン
メ
デ
ィ
カ
ル

の
ほ
か
、
メ
デ
ィ
カ
ル
サ
ポ
ー
ト
、

Ａ
to
Ｚ
、
ジ
ェ
ン
ト
ル
フ
ァ
ー
マ
シ
ー

の
四
つ
の
子
会
社
が
あ
り
、
そ
れ
ぞ
れ

薬
局
の
運
営
を
行
っ
て
い
ま
す
。
わ
れ

わ
れ
の
強
み
は
薬
の
販
売
は
も
ち
ろ
ん
、

薬
膳
料
理
や
ア
ロ
マ
グ
ッ
ズ
の
提
供
等

お
客
さ
ま
の
健
康
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
事

業
、
在
宅
訪
問
服
薬
管
理
、
終
末
期
の

患
者
さ
ん
に
寄
り
添
っ
た
医
療
サ
ー
ビ

ス
な
ど
、
薬
局
の
概
念
に
と
ら
わ
れ
な

い
サ
ー
ビ
ス
を
広
く
提
供
し
て
い
る
と

こ
ろ
に
あ
り
ま
す
」

全
社
業
績
を
迅
速
に
把
握

　

こ
の
よ
う
に
順
調
な
ペ
ー
ス
で
事
業

の
す
そ
野
を
広
げ
て
き
た
木
村
社
長
だ

が
、
課
題
も
抱
え
て
い
た
。
店
舗
数
が

増
え
、
会
社
の
規
模
が
大
き
く
な
る
一

方
、
グ
ル
ー
プ
全
体
の
業
績
を
綿
密
に

管
理
で
き
て
い
な
か
っ
た
の
で
あ
る
。

ま
た
、
月
次
決
算
を
組
ん
で
お
ら
ず
、

各
社
・
各
店
舗
の
業
績
を
タ
イ
ム
リ
ー

に
知
る
す
べ
も
な
か
っ
た
。

　

転
機
と
な
っ
た
の
は
２
０
１
８
年
４

月
。
き
っ
か
け
は
、
常
総
市
内
に
あ
る

野
尻
薬
局
が
同
グ
ル
ー
プ
の
傘
下
に
入

っ
た
こ
と
だ
っ
た
。

　

木
村
社
長
は
言
う
。

　
「
野
尻
薬
局
の
税
務
顧
問
を
務
め
て
い

所在地　茨城県守谷市御所ケ丘3-14-14

顧顧問税理士　原田公認会計士・税理士事務所
所長　原田伸宏

特別レポート　

優良企業の流儀Ⅶ ●

同社を取り上げたBS11 特別番組「ドキュメント戦略経営者」を
TKCホームページで公開しています。誌面と合わせてご覧ください。
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森の薬膳CoCoTea では多岐にわたる薬膳料
理を提供している

左から茨城県信用組合岩井支店の小林正治氏、萩原昭支店長、木村社長、原田税理士、林清登巡回監査士、
伊藤真梨巡回監査士

戦略経営者 2024.7　
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た
の
が
原
田
先
生
で
し
た
。
Ｍ
＆
Ａ
に

際
し
て
、
野
尻
薬
局
の
経
理
体
制
や
、

原
田
会
計
さ
ん
の
経
営
支
援
策
に
つ
い

て
説
明
を
受
け
た
と
き
に
、『
業
績
を

こ
れ
ほ
ど
ま
で
に
細
か
く
把
握
し
て
い

る
の
か
』
と
驚
き
ま
し
た
。
業
績
は
本

決
算
の
直
前
に
明
ら
か
に
な
る
も
の
と

思
っ
て
い
ま
し
た
か
ら
…
…
。
原
田
先

生
の
話
を
聞
い
て
、『
既
存
の
店
舗
に
つ

い
て
も
業
績
管
理
の
仕
組
み
を
変
え
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
』
と
痛
感
し
、
原
田

会
計
さ
ん
に
グ
ル
ー
プ
全
体
の
経
営
を

見
て
も
ら
う
よ
う
依
頼
し
た
の
で
す
」

　

木
村
社
長
は
原
田
税
理
士
の
勧
め
で
、

子
会
社
す
べ
て
に
Ｔ
Ｋ
Ｃ
の
自
計
化
シ

ス
テ
ム
を
導
入
。
さ
ら
に
、
原
田
会
計

に
よ
る
毎
月
の
巡
回
監
査
や
月
次
決
算

を
通
じ
て
、
子
会
社
４
社
と
あ
け
ぼ
の

フ
ァ
ー
マ
シ
ー
グ
ル
ー
プ
全
体
の
業
績

デ
ー
タ
を
、
正
確
か
つ
タ
イ
ム
リ
ー
に

把
握
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
。

　

緻
密
な
業
績
管
理
体
制
の
構
築
を
支

援
し
た
原
田
税
理
士
は
こ
う
語
る
。

　
「
自
社
の
立
ち
位
置
を
知
り
、
適
時
的

確
な
経
営
判
断
を
下
す
に
は
、
業
績
を

こ
ま
め
に
確
認
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

業
績
デ
ー
タ
を
タ
イ
ム
リ
ー
に
把
握
す

る
た
め
の
仕
組
み
を
整
備
し
、
経
営
者

の
迅
速
か
つ
的
確
な
意
思
決
定
を
後
押

し
す
る
。
こ
こ
に
会
計
事
務
所
の
役
割

が
あ
る
の
で
す
」

　

現
在
は
、
林
清
登
巡
回
監
査
士
と
、

伊
藤
真
梨
巡
回
監
査
士
が
各
社
の
監
査

を
担
当
。
冒
頭
の
業
績
検
討
会
の
直
前

も
監
査
が
行
わ
れ
て
お
り
、
監
査
後
は

木
村
社
長
を
交
え
て
最
新
業
績
の
報
告
、

各
科
目
の
増
減
と
そ
の
要
因
に
つ
い
て

情
報
交
換
が
行
わ
れ
た
。

「
薬
局
の
概
念
を
覆
す
」

　

子
会
社
と
グ
ル
ー
プ
全
体
の
業
績
を

タ
イ
ム
リ
ー
に
確
認
で
き
る
よ
う
に
な

り
、
意
思
決
定
の
精
度
が
飛
躍
的
に
向

上
し
た
と
木
村
社
長
は
言
う
。
22
年
に

オ
ー
プ
ン
し
た
薬
膳
料
理
店
も
、
最
新

の
業
績
と
将
来
の
予
測
を
踏
ま
え
て
出

店
を
決
断
し
た
。
最
近
は
設
備
投
資
や

賃
上
げ
等
の
判
断
材
料
と
し
て
業
績
デ

ー
タ
を
活
用
し
て
い
る
。

　
「
設
備
投
資
や
賃
上
げ
は
あ
る
程
度
の

利
益
が
出
て
い
な
い
と
進
め
る
こ
と
は

で
き
ま
せ
ん
。
現
時
点
で
限
界
利
益
や

経
常
利
益
が
ど
れ
だ
け
出
て
い
る
の
か
、

今
後
ど
れ
く
ら
い
伸
び
そ
う
か
を
シ
ミ

ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
し
つ
つ
、
原
田
先
生
や

林
さ
ん
、
伊
藤
さ
ん
の
ア
ド
バ
イ
ス
を

取
り
入
れ
な
が
ら
、
最
終
的
な
判
断
を

下
し
て
い
ま
す
」

　

在
宅
医
療
や
薬
膳
料
理
店
、
ア
ロ
マ

シ
ョ
ッ
プ
の
展
開
な
ど
、
薬
局
と
し
て

は
珍
し
い
斬
新
な
サ
ー
ビ
ス
を
矢
継
ぎ

早
に
展
開
し
、
地
域
住
民
の
健
康
を
サ

ポ
ー
ト
し
て
き
た
木
村
社
長
。
今
後
も

持
ち
前
の
バ
イ
タ
リ
テ
ィ
ー
と
緻
密
な

業
績
管
理
を
武
器
に
、
業
界
の
常
識
に

と
ら
わ
れ
な
い
、
画
期
的
な
ビ
ジ
ネ
ス

を
打
ち
出
し
て
い
く
こ
と
だ
ろ
う
。

特別レポート　

優良企業の流儀Ⅶ ●
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「ＴＫＣモニタリング情報サービス」
金融機関別 利用申込件数一覧

令和6年6月30日現在

金融機関名 本店
所在地 サービス開始日

利用申込件数

金融機関名 本店
所在地 サービス開始日

利用申込件数

決算書等
提供

サービス

月次試算表
提供

サービス

決算書等
提供

サービス

月次試算表
提供

サービス

政府系金融機関 信用金庫(上位30庫）
1 日本政策金融公庫（国民生活事業） 東 京 都 平成30年10月 49,852 5,471 1 浜松磐田信用金庫 静 岡 県 平成29年 1月 2,611 719
2 日本政策金融公庫（中小企業事業） 東 京 都 令和 2年12月 7,965 　　　  - 2 京都信用金庫 京 都 府 平成28年11月 2,103 512

都市銀行 3 多摩信用金庫 東 京 都 平成29年 8月 2,090 367
1 三菱UFJ銀行 東 京 都 平成29年 2月 5,154 1,025 4 埼玉縣信用金庫 埼 玉 県 平成30年12月 2,028 353
2 三井住友銀行 東 京 都 平成29年10月 4,425 578 5 しずおか焼津信用金庫 静 岡 県 平成29年 6月 1,599 646
3 みずほ銀行 東 京 都 令和元年 9月 3,307 490 6 京都中央信用金庫 京 都 府 平成29年 1月 1,577 284
4 りそな銀行 大 阪 府 平成29年10月 3,259 441 7 西武信用金庫 東 京 都 平成28年12月 1,360 233
5 埼玉りそな銀行 埼 玉 県 平成29年10月 2,202 425 8 大阪シティ信用金庫 大 阪 府 平成30年 5月 1,320 139

地方銀行・第二地方銀行（上位50行） 9 岐阜信用金庫 岐 阜 県 平成28年10月 1,301 172
1 静岡銀行 静 岡 県 平成29年 3月 4,500 1,254 10 城北信用金庫 東 京 都 平成30年 5月 1,252 197
2 八十二銀行 長 野 県 平成30年 5月 3,504 667 11 島田掛川信用金庫 静 岡 県 平成30年11月 1,237 481
3 北洋銀行 北 海 道 平成29年 1月 3,442 361 12 北海道信用金庫 北 海 道 平成29年 3月 1,212 120
4 足利銀行 栃 木 県 平成28年10月 3,207 745 13 広島信用金庫 広 島 県 平成30年 6月 1,211 108
5 中国銀行 岡 山 県 平成28年12月 3,038 530 14 尼崎信用金庫 兵 庫 県 令和 2年 2月 1,166 132
6 千葉銀行 千 葉 県 平成29年 2月 3,013 498 15 巣鴨信用金庫 東 京 都 平成29年 5月 1,156 206
7 北陸銀行 富 山 県 平成29年 4月 2,973 367 16 横浜信用金庫 神奈川県 平成29年12月 1,122 88
8 群馬銀行 群 馬 県 平成29年 1月 2,940 492 17 大阪信用金庫 大 阪 府 令和元年12月 1,108 102
9 京都銀行 京 都 府 平成30年 7月 2,679 447 18 飯能信用金庫 埼 玉 県 平成29年 6月 1,085 207
10 広島銀行 広 島 県 平成28年11月 2,514 365 19 東京東信用金庫 東 京 都 平成29年 1月 1,083 147
11 常陽銀行 茨 城 県 平成28年10月 2,391 441 20 朝日信用金庫 東 京 都 平成28年10月 1,038 105
12 第四北越銀行 新 潟 県 平成29年 7月 2,361 487 21 川崎信用金庫 神奈川県 平成29年11月 1,027 80
13 西日本シティ銀行 福 岡 県 平成29年 5月 2,287 309 22 おかやま信用金庫 岡 山 県 平成29年 9月 998 226
14 栃木銀行 栃 木 県 平成28年10月 2,246 462 23 城南信用金庫 東 京 都 平成30年 2月 972 103
15 武蔵野銀行 埼 玉 県 平成30年 8月 2,176 380 24 岡崎信用金庫 愛 知 県 平成28年10月 939 174
16 鹿児島銀行 鹿児島県 平成29年 7月 2,126 386 25 碧海信用金庫 愛 知 県 平成30年 7月 902 158
17 山陰合同銀行 島 根 県 平成28年11月 2,075 378 26 帯広信用金庫 北 海 道 平成29年 1月 870 76
18 北國銀行 石 川 県 平成28年11月 2,062 326 27 鹿児島相互信用金庫 鹿児島県 平成30年 9月 841 191
19 名古屋銀行 愛 知 県 平成31年 2月 2,039 281 28 青梅信用金庫 東 京 都 平成28年12月 829 139
20 福岡銀行 福 岡 県 平成29年 3月 1,974 326 29 北おおさか信用金庫 大 阪 府 平成31年 1月 821 126
21 七十七銀行 宮 城 県 令和元年 6月 1,931 536 30 瀬戸信用金庫 愛 知 県 平成29年 2月 800 102
22 伊予銀行 愛 媛 県 平成28年11月 1,872 283 上記以外の信用金庫　　　　　　　　　　　計 50,035 9,683
23 横浜銀行 神奈川県 平成28年12月 1,854 187
24 東邦銀行 福 島 県 平成29年 1月 1,791 258 信用組合(上位5組合）
25 百五銀行 三 重 県 平成28年10月 1,757 277 1 長野県信用組合 長 野 県 平成28年10月 1,010 364
26 十六銀行 岐 阜 県 平成28年12月 1,719 292 2 茨城県信用組合 茨 城 県 平成29年12月 721 104
27 京葉銀行 千 葉 県 平成29年 8月 1,674 281 3 広島市信用組合 広 島 県 平成30年 2月 447 36
28 北海道銀行 北 海 道 平成29年 4月 1,659 180 4 兵庫県信用組合 兵 庫 県 平成30年12月 388 78
29 きらぼし銀行 東 京 都 平成29年 7月 1,625 220 5 新潟縣信用組合 新 潟 県 平成30年11月 367 75
30 関西みらい銀行 大 阪 府 平成29年10月 1,563 168 上記以外の信用組合　　　　　　　　　　　計 7,228 1,510
31 清水銀行 静 岡 県 平成29年 4月 1,547 602
32 愛知銀行 愛 知 県 平成31年 3月 1,521 251 信用保証協会(上位5協会）
33 滋賀銀行 滋 賀 県 平成29年 1月 1,504 274 1 北海道信用保証協会 北 海 道 令和元年 6月 2,977 217
34 池田泉州銀行 大 阪 府 平成29年 5月 1,468 194 2 愛知県信用保証協会 愛 知 県 平成29年 5月 2,209 329
35 大垣共立銀行 岐 阜 県 平成28年10月 1,451 229 3 静岡県信用保証協会 静 岡 県 平成28年12月 1,959 728
36 トマト銀行 岡 山 県 平成28年12月 1,441 270 4 東京信用保証協会 東 京 都 令和 4年 4月 1,845 347
37 三十三銀行 三 重 県 平成28年10月 1,425 235 5 岐阜県信用保証協会 岐 阜 県 平成30年 7月 1,303 159
38 沖縄銀行 沖 縄 県 平成28年11月 1,335 116 上記以外の信用保証協会　　　　　　　　　計 14,167 3,257
39 琉球銀行 沖 縄 県 平成29年12月 1,330 159
40 筑波銀行 茨 城 県 平成29年 3月 1,274 208 ■ 金融機関区分別集計
41 秋田銀行 秋 田 県 平成29年 5月 1,260 156

金融機関区分 全金融
機関数

モニタリング情報サービス利用金融機関
42 山口銀行 山 口 県 平成28年11月 1,230 231

金融機関数

利用申込件数
43 宮崎銀行 宮 崎 県 平成28年11月 1,228 154 決算書等

提供
サービス

月次試算表
提供

サービス
44 十八親和銀行 長 崎 県 平成29年 5月 1,216 137
45 百十四銀行 香 川 県 平成28年12月 1,214 166
46 東和銀行 群 馬 県 平成28年10月 1,198 228 1 都銀・政府系 10 10 86,803 11,726
47 山梨中央銀行 山 梨 県 平成29年 2月 1,185 273 2 地銀・第二地銀 99 98 130,777 22,754
48 大光銀行 新 潟 県 平成29年 6月 1,184 253 3 信用金庫 254 247 87,693 16,376
49 岩手銀行 岩 手 県 平成30年 4月 1,183 179 4 信用組合 130 75 10,161 2,167
50 紀陽銀行 和歌山県 令和元年 5月 1,106 165 5 信用保証協会 51 42 24,460 5,037

上記以外の地銀・第二地銀　　　　　　　　 計 33,485 6,090 6 その他 － 19 449 144
合計 544 491 340,343 58,204※個人事業者の申込も件数に含まれます。
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「ＴＫＣモニタリング情報サービス」
全国の採用金融機関一覧（491機関）

令和6年6月30日現在
都道府県別、金融機関コード順

■ 都市銀行等
みずほ銀行
三菱UFJ銀行
りそな銀行
三井住友銀行
商工組合中央金庫
日本政策金融公庫（国民生活事業）
日本政策金融公庫（農林水産事業）
日本政策金融公庫（中小企業事業）
沖縄振興開発金融公庫

■ 北海道
北海道銀行
北洋銀行
北海道信用金庫
室蘭信用金庫
空知信用金庫
苫小牧信用金庫
北門信用金庫
伊達信用金庫
北空知信用金庫
日高信用金庫
渡島信用金庫
道南うみ街信用金庫
旭川信用金庫
稚内信用金庫
留萌信用金庫
北星信用金庫
帯広信用金庫
釧路信用金庫
大地みらい信用金庫
北見信用金庫
網走信用金庫
遠軽信用金庫
北央信用組合
札幌中央信用組合
空知商工信用組合
十勝信用組合
釧路信用組合
十勝清水町農業協同組合
北海道信用保証協会

■ 青森県
青森銀行
みちのく銀行
東奥信用金庫
青い森信用金庫
青森県信用保証協会

■ 岩手県
岩手銀行
東北銀行
北日本銀行
盛岡信用金庫
一関信用金庫
北上信用金庫
花巻信用金庫
水沢信用金庫
岩手県信用保証協会

■ 宮城県
七十七銀行
仙台銀行
杜の都信用金庫
宮城第一信用金庫
石巻信用金庫
仙南信用金庫
気仙沼信用金庫
石巻商工信用組合
古川信用組合
仙北信用組合

■ 秋田県
秋田銀行
北都銀行
秋田信用金庫
羽後信用金庫
秋田県信用組合
秋田県信用保証協会

■ 山形県
荘内銀行
山形銀行
きらやか銀行
山形信用金庫
米沢信用金庫
鶴岡信用金庫
新庄信用金庫
北郡信用組合
山形中央信用組合
山形第一信用組合

■ 福島県
東邦銀行
福島銀行
大東銀行
会津信用金庫
郡山信用金庫

白河信用金庫
須賀川信用金庫
ひまわり信用金庫
あぶくま信用金庫
二本松信用金庫
福島信用金庫
福島県商工信用組合
いわき信用組合
相双五城信用組合
会津商工信用組合

■ 茨城県
常陽銀行
筑波銀行
水戸信用金庫
結城信用金庫
茨城県信用組合
茨城県信用保証協会

■ 栃木県
足利銀行
栃木銀行
足利小山信用金庫
栃木信用金庫
鹿沼相互信用金庫
佐野信用金庫
大田原信用金庫
烏山信用金庫
真岡信用組合
那須信用組合
栃木県信用保証協会

■ 群馬県
群馬銀行
東和銀行
高崎信用金庫
桐生信用金庫
アイオー信用金庫
利根郡信用金庫
館林信用金庫
北群馬信用金庫
しののめ信用金庫
あかぎ信用組合
群馬県信用組合
ぐんまみらい信用組合
群馬県信用保証協会

■ 埼玉県
埼玉りそな銀行
武蔵野銀行
埼玉縣信用金庫
川口信用金庫
青木信用金庫
飯能信用金庫
埼玉県信用保証協会

■ 千葉県
千葉銀行
千葉興業銀行
京葉銀行
千葉信用金庫
銚子信用金庫
東京ベイ信用金庫
館山信用金庫
佐原信用金庫
房総信用組合
銚子商工信用組合
君津信用組合
東日本信用漁業協同組合連合会

■ 東京都
きらぼし銀行
東日本銀行
朝日信用金庫
興産信用金庫
さわやか信用金庫
東京シティ信用金庫
芝信用金庫
東京東信用金庫
東榮信用金庫
亀有信用金庫
小松川信用金庫
足立成和信用金庫
東京三協信用金庫
西京信用金庫
西武信用金庫
城南信用金庫
昭和信用金庫
東京信用金庫
城北信用金庫
瀧野川信用金庫
巣鴨信用金庫
青梅信用金庫
多摩信用金庫
文化産業信用組合
東京厚生信用組合
東信用組合
江東信用組合

青和信用組合
中ノ郷信用組合
大東京信用組合
第一勧業信用組合
PayPay銀行
東京信用保証協会

■ 神奈川県
横浜銀行
神奈川銀行
横浜信用金庫
かながわ信用金庫
湘南信用金庫
川崎信用金庫
平塚信用金庫
さがみ信用金庫
中栄信用金庫
中南信用金庫
神奈川県医師信用組合
神奈川県信用保証協会
横浜市信用保証協会
川崎市信用保証協会

■ 新潟県
第四北越銀行
大光銀行
新潟信用金庫
長岡信用金庫
三条信用金庫
新発田信用金庫
柏崎信用金庫
上越信用金庫
新井信用金庫
村上信用金庫
加茂信用金庫
新潟縣信用組合
興栄信用組合
はばたき信用組合
協栄信用組合
巻信用組合
新潟大栄信用組合
塩沢信用組合
糸魚川信用組合
十日町農業協同組合
新潟県信⽤農業協同組合連合会
新潟県信用保証協会

■ 富山県
北陸銀行
富山銀行
富山第一銀行
富山信用金庫
高岡信用金庫
新湊信用金庫
にいかわ信用金庫
氷見伏木信用金庫
砺波信用金庫
石動信用金庫
富山県医師信用組合
富山県信用組合
富山県信用保証協会

■ 石川県
北國銀行
金沢信用金庫
のと共栄信用金庫
はくさん信用金庫
興能信用金庫
金沢中央信用組合
石川県医師信用組合
石川県信用保証協会

■ 福井県
福井銀行
福邦銀行
福井信用金庫
敦賀信用金庫
小浜信用金庫
越前信用金庫
福井県信用保証協会

■ 山梨県
山梨中央銀行
甲府信用金庫
山梨信用金庫
山梨県民信用組合
都留信用組合
山梨県信用農業協同組合連合会
山梨県信用保証協会

■ 長野県
八十二銀行
長野銀行
長野信用金庫
松本信用金庫
上田信用金庫
諏訪信用金庫
飯田信用金庫

アルプス中央信用金庫
長野県信用組合
長野県信用農業協同組合連合会
長野県信用保証協会

■ 岐阜県
大垣共立銀行
十六銀行
岐阜信用金庫
大垣西濃信用金庫
高山信用金庫
東濃信用金庫
関信用金庫
八幡信用金庫
岐阜商工信用組合
飛騨農業協同組合
飛騨信用組合
益田信用組合
めぐみの農業協同組合
岐阜県信用保証協会
岐阜市信用保証協会

■ 静岡県
静岡銀行
スルガ銀行
清水銀行
静岡中央銀行
しずおか焼津信用金庫
静清信用金庫
浜松磐田信用金庫
沼津信用金庫
三島信用金庫
富士宮信用金庫
島田掛川信用金庫
富士信用金庫
遠州信用金庫
静岡県医師信用組合
静岡県信用農業協同組合連合会
ハイナン農業協同組合
静岡県信用保証協会

■ 愛知県
愛知銀行
名古屋銀行
中京銀行
愛知信用金庫
豊橋信用金庫
岡崎信用金庫
いちい信用金庫
瀬戸信用金庫
半田信用金庫
知多信用金庫
豊川信用金庫
豊田信用金庫
碧海信用金庫
西尾信用金庫
蒲郡信用金庫
尾西信用金庫
中日信用金庫
東春信用金庫
愛知県医師信用組合
豊橋商工信用組合
愛知県中央信用組合
愛知県信用保証協会
名古屋市信用保証協会

■ 三重県
三十三銀行
百五銀行
北伊勢上野信用金庫
桑名三重信用金庫
紀北信用金庫
三重県信用保証協会

■ 滋賀県
滋賀銀行
滋賀中央信用金庫
長浜信用金庫
湖東信用金庫
滋賀県信用組合
滋賀県信用保証協会

■ 京都府
京都銀行
京都信用金庫
京都中央信用金庫
京都北都信用金庫
京都信用保証協会

■ 大阪府
関西みらい銀行
池田泉州銀行
大阪信用金庫
大阪シティ信用金庫
大阪商工信用金庫
永和信用金庫
北おおさか信用金庫
枚方信用金庫
のぞみ信用組合

■ 兵庫県
但馬銀行
みなと銀行
神戸信用金庫
姫路信用金庫
播州信用金庫
兵庫信用金庫
尼崎信用金庫
日新信用金庫
淡路信用金庫
但馬信用金庫
西兵庫信用金庫
中兵庫信用金庫
但陽信用金庫
兵庫県医療信用組合
兵庫県信用組合
淡陽信用組合
兵庫県信用農業協同組合連合会
兵庫県信用保証協会

■ 奈良県
南都銀行
奈良信用金庫
大和信用金庫
奈良中央信用金庫
奈良県信用保証協会

■ 和歌山県
紀陽銀行
新宮信用金庫
きのくに信用金庫
紀南農業協同組合

■ 鳥取県
鳥取銀行
鳥取信用金庫
米子信用金庫
倉吉信用金庫
鳥取県信用保証協会

■ 島根県
山陰合同銀行
島根銀行
しまね信用金庫
日本海信用金庫
島根中央信用金庫
島根益田信用組合
島根県信用保証協会

■ 岡山県
中国銀行
トマト銀行
おかやま信用金庫
水島信用金庫
津山信用金庫
玉島信用金庫
備北信用金庫
吉備信用金庫
備前日生信用金庫
笠岡信用組合

■ 広島県
広島銀行
もみじ銀行
広島信用金庫
呉信用金庫
しまなみ信用金庫
広島市信用組合
広島県信用組合
両備信用組合

■ 山口県
山口銀行
西京銀行
萩山口信用金庫
西中国信用金庫
東山口信用金庫
山口県信用組合
山口県信用農業協同組合連合会
山口県農業協同組合
山口県漁業協同組合
山口県信用保証協会

■ 徳島県
阿波銀行
徳島大正銀行
徳島信用金庫
阿南信用金庫
徳島県信用保証協会

■ 香川県
百十四銀行
香川銀行
高松信用金庫
観音寺信用金庫
香川県信用組合
香川県信用保証協会

■ 愛媛県
伊予銀行
愛媛銀行
愛媛信用金庫
宇和島信用金庫
東予信用金庫
川之江信用金庫
うま農業協同組合
愛媛たいき農業協同組合
愛媛県信用保証協会

■ 高知県
四国銀行
高知銀行
幡多信用金庫
高知県信用保証協会

■ 福岡県
福岡銀行
筑邦銀行
西日本シティ銀行
北九州銀行
福岡中央銀行
福岡信用金庫
福岡ひびき信用金庫
大牟田柳川信用金庫
筑後信用金庫
飯塚信用金庫
田川信用金庫
大川信用金庫
遠賀信用金庫

■ 佐賀県
佐賀銀行
佐賀共栄銀行
唐津信用金庫
佐賀信用金庫
伊万里信用金庫
九州ひぜん信用金庫
佐賀東信用組合
佐賀西信用組合
佐賀県信用保証協会

■ 長崎県
十八親和銀行
長崎銀行
たちばな信用金庫
長崎三菱信用組合
西海みずき信用組合
長崎県信用保証協会

■ 熊本県
肥後銀行
熊本銀行
熊本信用金庫
熊本第一信用金庫
熊本中央信用金庫
天草信用金庫
熊本県信用組合
熊本県信用保証協会

■ 大分県
大分銀行
豊和銀行
大分信用金庫
大分みらい信用金庫
日田信用金庫
大分県信用組合
大分県信用保証協会

■ 宮崎県
宮崎銀行
宮崎太陽銀行
宮崎第一信用金庫
延岡信用金庫
高鍋信用金庫
宮崎県信用保証協会

■ 鹿児島県
鹿児島銀行
南日本銀行
鹿児島信用金庫
鹿児島相互信用金庫
奄美大島信用金庫
鹿児島興業信用組合
鹿児島県信用農業協同組合連合会
鹿児島県信用保証協会

■ 沖縄県
琉球銀行
沖縄銀行
沖縄海邦銀行
コザ信用金庫
沖縄県信用保証協会
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